

















































    2）　蟻川・前掲注（1）280頁。
    3）　蟻川・前掲注（1）296頁以下。




















均等の権利が毀損されたとして、基本法 93条 1項 1号、連邦憲法裁判所法
13条 5号、63条以下に基づき連邦大統領を被申立人とする機関訴訟 6）を連
    5）　BVerfGE 136, 323.








るいは機能の点で連邦最高機関と並び立つ」機関のみである（BVerfGE 13, 54, 95f.）。
政党はこれに該当しないものの、連邦憲法裁判所はその確立した判例において、基本
法 21条 1項に基づくその特別な憲法上の地位から生ずる権利をめぐり連邦最高機関
と争う限りでのみ、「関係」諸機関に含まれると判断している（BVerfGE 1, 208, 223ff; 
4, 27ff.）。以上につき、Christoph Gröpl/Stephanie Zembruski, Äußerungsbefugnisse oberster 

















の 10）、連邦大統領の行為は基本法 20条 2項の意味での国家権力の行使とし
て、基本法 1条 3項および 20条 3項により、基本権と法律および法に拘束









いとして、この申立てを却下した（BVerfGE 134, 138, 140f.）。この却下に対して NPD
は連邦憲法裁判所法 32条 3項 1文に基づき異議申立てを行ったものの、連邦憲法裁判
所は、権利保護の必要性の欠如を理由にこの異議申立てを退けている（BVerfGE 134, 
202）。
    8）　BVerfGE 136, 323, 331f.
    9）　BVerfGE 136, 323, 335.
  10）　BVerfGE 136, 323, 332.
























  12）　BVerfGE 136, 323, 335f.
  13）　BVerfGE 40, 287.





場合にのみ、かかる評価は許されないというものである（BVerfGE 40, 287, 293）。他方、
1977年判決の規準は、広報活動は公的資金の投入により多数派政党を助けるか、野党
をたたこうとうとしてはならないというものである（BVerfGE 44, 125, 150）。
  16）　BVerfGE 136, 323, 333f.





















ればならない」。この発言により基本法 21条 1項 1文の機会均等に対する権
利が侵害されたとして、NPDは連邦大臣を被申立人とする機関訴訟を連邦
憲法裁判所に申し立てた 21）。
  18）　BVerfGE 136, 323, 336ff.
  19）　BVerfGE 124, 300, 330ff. 邦語文献による解説として、土屋武「一般的法律の留保と
その例外」ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの憲法判例Ⅳ』（信山社、20018年）135
頁以下。
  20）　BVerfGE 138, 102. 邦語文献による解説として、村西良太「現職閣僚による政党敵視
発言と国家機関の政治的中立性」自治研究 93巻 2号（2017年）146頁以下。本解説は、
ガウク判決をも簡潔に分析しており、有益である。































BVerfGE 138, 102, 114.
  23）　BVerfGE 138, 102, 114.
  24）　BVerfGE 138, 102, 115f.
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、または政府の職務と結びつい
た資源を特に用いて














  27）　BVerfGE 138, 102, 117f.
































公表により基本法 21条 1項 1文の機会均等に対する権利が侵害されたこと
の確認を求めて、連邦大臣を被申立人とする機関訴訟を連邦憲法裁判所に申
し立てた。







通じて政治的意見形成に影響を及ぼす手段を有している。BVerfGE 138, 102, 120f.
































  32）　BVerfGE 148, 11, 23ff.
  33）　BVerfGE 148, 11, 25.
  34）　BVerfGE 148, 11, 25f.
  35）　BVerfGE 148, 11, 26f.


























23日に、所属する SPD（ドイツ社会民主党）の行事の中で 2014年 5月 23
  37）　BVerfGE 148, 11, 29f.
  38）　BVerfGE 148, 11, 31ff.
  39）　BVerfGE 148, 11, 36f.
  40）　BVerfGE 148, 11, 37ff.









する基本法 21条 1項 1文の権利が侵害されたとして、州憲法裁判所に州憲
法裁判所法 19a条に基づき同様の発言を繰り返さないための仮命令の申立て






































（普通、平等、直接、秘密、自由な選挙）と結びついた基本法 21条 1項 1文
の権利（選挙に際しての政党の機会均等の原則）とザールラント州憲法 60
条 1項（自由民主政、社会的法治国家）、61条 1項（国民主権）と結びつい







  43）　RhPfVerfGH NVwZ-RR 2014, 665, 668.
  44）　RhPfVerfGH NVwZ-RR 2014, 665, 668.
  45）　SaarlVerfGH LVerfGE 25, 457.





















秘密選挙の原則）と結びついた基本法 21条 1項 1文の権利が侵害されたと
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  49）　ThürVerfGH ThürVBl.2015, 295, 299.
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　AfDは、以上の記述により、基本法 21条 1項 1文と関係するチューリン
ゲン州憲法 9条に基づく集会の自由および政党の競争における機会均等に対
  53）　ThürVerfGH NVwZ 2016, 1408, 1411.
  54）　ThürVerfGH NVwZ 2016, 1408, 1411ff.
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に対する権利（基本法 21条 1項 1文）を侵害している 57）。
　加えて本判決は、闘う民主政の原理は概括的な侵害権限として理解されて
はならないというラメロウ事件の指摘を重ねて強調する。このように解さな













  57）　ThürVerfGH ThürVBl.2016, 281, 282ff.












の発言および消灯は基本法 28条 2項 1文、ノルトライン・ヴェストファー
レン州憲法 78条、ノルトライン・ヴェストファーレン州ゲマインデ法 40条












条 1項および基本法 5条 1項に照らし即事性要請を充足していない。なぜな
ら、市長はこれにより精神的討論的対峙から身を引いたからである 63）。他方
で、平和的合法的であり、中傷を目的としていないような対抗示威運動であ
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成城法学 87 号（2020）
48
の内容自体を間接的・事実上の制約を取り込む形で構成することは、日本国
憲法の下でも可能であろう。そこから、公権力担当者が政党、政治集団、さ
らには市民に向けて発言する際には、日本国憲法 21条に基づき、即事性要
請と中立性義務（①同定禁止、②評価禁止、③政治的競争の参加者の同等な
配慮）に服するとの結論を導くこともできよう。そのうえで、蟻川が提出し
た首相の言動の実例のいくつかは例えば評価禁止に抵触すると指摘できるか
もしれない。
　日本法への以上の示唆は、文字通り示唆にとどまる。蟻川の開拓した問題
圏を基盤としたさらなる分析は他日に期すことにしたい。
